
第48期中間報告書

お 知 ら せ

株 主 メ モ

株式等に関するマイナンバーお届出のご案内
　株式等の税務関係のお手続に関しましては、マイナンバーのお届出が必要です。お届出が済んでいない株主さまは、お取引のある
証券会社等へマイナンバーのお届出をお願いします。
　マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先
○証券口座にて株式を管理されている株主さま…お取引のある証券会社等までお問い合わせください。
○証券会社とのお取引がない株主さま…下記株主名簿管理人のフリーダイヤルまでお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行　証券代行部　TEL：0120-232-711（通話料無料）

1. 事 業 年 度 4月1日から翌年の3月31日まで
2. 定 時 株 主 総 会 6月
3. 同総会権利株主確定日 3月31日
4. 配当金の受領株主確定日 期末配当金　3月31日

中間配当金　9月30日
5. 公 告 方 法 電子公告により、当社のホームページに掲載いたします。

ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、那覇市において発行する
沖縄タイムス、琉球新報および東京都において発行する日本経済新聞に掲載して行います。
ホームページ　http://www.okiden.co.jp/

6. 株 主 名 簿 管 理 人 、
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社
【同連絡先】
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
TEL：0120-232-711（通話料無料）
郵送先：〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

（ご注意）
1．��株主さまの住所変更、単元未満株式の買取・買増請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理
機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三
菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合
わせください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3．��未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

地域とともに、地域のために 〒901-2602 沖縄県浦添市牧港5-2-1
TEL：（ 0 9 8 ）8 7 7 - 2 3 4 1（ 代 表 ）
http://www.okiden.co.jp/

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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『うふてぃーだ』とは
沖縄の方言で「うふ」は大きいを意味し、「てぃーだ」は
太陽のこと。「うふてぃーだ」は“大きい太陽”の意味。太
陽は万物を育む星であり、エネルギーの象徴です。当社
の本店所在地である浦添市も「てだこのまち（太陽の子
のまち）」と称しています。

株主のみなさまへ
　株主のみなさまには、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼
申し上げます。
　2019年９月30日をもちまして第48期の上半期を終了いた
しましたので、ここに事業の概況をご報告申し上げます。
　当上半期の販売電力量は、他事業者への契約切り替えによる
需要減などにより、前年同期に比べ3.6％減の39億66百万
kWhとなりました。
　当上半期の連結収支につきましては、売上高（営業収益）は、
前年同期に比べ1.3％増の1,110億32百万円、経常利益は
64.8％増の83億98百万円、親会社株主に帰属する四半期純利
益は64.6％増の64億53百万円となりました。
　当社グループは、「総合エネルギー事業をコアとして、ビジネ
ス・生活サポートを通した新しい価値の創造を目指し、地域に
生き、共に発展する一体感のある企業グループ」を目指して
様々な取り組みを推進しております。
　グループの中心である電気事業につきましては、電力の小売
全面自由化による新電力の参入が進み、また、ガス事業やエネ
ルギーサービスプロバイダ事業においても他事業者との競合
が生じるなど、沖縄県内のエネルギー市場は業界の垣根を越え
た競争が本格化しています。一方、大規模都市開発計画等によ
る新たなエネルギー需要が見込まれるほか、好調な県経済を背
景に多くのビジネスチャンスも生まれています。
　このような中、本年４月に策定した『沖電グループビジョン
2025』および『沖縄電力中期経営計画（2019ｰ2021）』に基づ
き、当社グループが今後も持続的に成長・発展していけるよう、
様々な経営課題の解決や財務目標の達成に向け、グループ一丸
となって果敢に挑戦してまいります。
　収益面につきましては、オール電化の強力な推進、県内熱需
要の低炭素化に資する天然ガスへの燃料転換、最適なエネル
ギーサービスの提供など、電気とガスの両方を供給できる当社
グループの強みを活かした総合エネルギーサービスの積極的
な展開により、販売拡大を図ってまいります。また、このたび通
信事業者と業務提携し、電気と通信を組み合わせた新サービス
を開始いたしました。今後もお客さまから選択いただけるよう、
様々な取り組みを行ってまいります。その他にも、更なる収益
基盤の構築およびグループ収益の拡大に向け、新規事業、新規
投資案件の掘り起こしにも積極的に取り組み、成長分野への投
資を強化してまいります。
　コスト面につきましては、ゼロベースでの業務の検証や見直
しを断行し、激しく変化する事業環境に的確に対応するととも
に、競争力の強化に取り組んでまいります。

　本年も全国的に豪雨災害や台風等の大規模な自然災害が発
生しております。災害対策につきましては、引き続き、地震・津
波等の自然災害に強い設備形成など、防災・減災意識を高めた
事業運営および設備管理を徹底するとともに、台風時における
迅速な復旧に向けたグループ・協力会社を挙げた全社的な復旧
体制の充実や自治体等の防災関係機関との連携、タイムリーな
情報発信など、更なる対策強化に取り組んでまいります。
　地球温暖化対策につきましては、電気事業全体でCO2排出
抑制目標の達成に向けて取り組んでおり、当社においては、最
も有力な手段である液化天然ガスを燃料とした吉の浦火力発
電所の着実な運用等を通し、低炭素社会の実現に向けて取り組
んでまいります。
　無事故無災害への取り組みにつきましては、「安全」は経営の
根幹であり、当社事業に従事する全ての者の安全確保が最優先
事項であることを強く認識し、グループ・協力会社一体となっ
て、安全文化の浸透や安全管理の徹底に努めるとともに、エネ
ルギーの安定供給という使命を果たしてまいります。
　また、従業員の心身における健康を確保し、仕事と生活の調
和を図るため、長時間労働の防止等、適正な労働時間管理にも
徹底して取り組んでまいります。
　以上の事業概況等をふまえ、当期の中間配当につきましては、
１株につき30円とさせていただきました。
　株主のみなさまにおかれましては、今後とも当社グループの
事業に対し、格別のご理解とご支援を賜りますようお願い申し
上げます。

2019年11月

取締役会長 取締役社長
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と
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上 半 期 の 状 況
販売電力量の状況 収支の状況

　当上半期の販売電力量は、電灯・電力とも、新
規お客さまによる需要増があったものの、他事
業者への契約切り替えによる需要減などにより、
前年同期を下回りました。
　以上の結果、当上半期の販売電力量は、電灯が
16億10百万kWh、電力が23億56百万kWh、合
計では、前年同期に比べ3.6％減の39億66百万　
kWhとなりました。

　供給力につきましては、必要量を確保し設備
全般にわたる順調な運用を行うことで、安定し
た電力供給ができました。

　当上半期の連結収支につきましては、収入面
では、電気事業において、他社販売電力料や託送
収益が増加したことや、連結子会社において、外
部向け売上高が増加したことから、売上高（営業
収益）は前年同期に比べ1.3％増の1,110億32
百万円となりました。
　一方、支出面では、電気事業において、燃料費
や他社購入電力料が減少したことから、営業費
用は前年同期に比べ1.7％減の1,022億70百万

円となりました。
　この結果、営業利益は前年同期に比べ56.7％
増の87億62百万円となりました。また、営業外
損益を含めた経常利益は64.8％増の83億98
百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は
64.6％増の64億53百万円となりました。
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■売上高の推移（連結）
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■経常利益の推移（連結）
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■親会社株主に帰属する当期純利益の推移（連結）
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　当社は、オール電化機器各メーカーおよび販売店のご協力のもと、2019年10月1日から12月31日の3ヵ月間、「オー
ル電化�電気料金キャッシュバックキャンペーン第2弾」を実施しています。
　期間中、電気給湯機やIHクッキングヒーターをご購入いただき（※）、キャンペーンへご応募いただいたお客さまの中
から抽選で、対象となる期間のご使用分電気料金相当額をキャッシュバックいたします。

　併せて、日頃の感謝を込め、既にオール電化住宅にお住まいのお客さまなど、すべてのお客さまが応募可能で、琉球
ゴールデンキングスのホームゲーム観戦チケットなどが抽選で当たる「サンクスキャンペーン」も実施しています。み
なさまふるってご応募ください!!
※2020年1月31日（金）までに対象の電気料金メニューにご契約いただく必要があります。

オ ー ル 電 化 キ ャ ン ペ ー ン

5 6



7 8



株 式 の 状 況 役 員 ・ 会 社 の 概 要お 知 ら せ
単元未満株式の買取・買増請求について

特別口座から証券会社の口座への振替申請について

　当社株式の市場での取引は100株（１単元）単位となっているため、単元未満株式（100株未満の株式）を市場で
売買することはできませんが、当社では以下の制度をご用意しております。

　特別口座に記録されている株式については、特別口座のままでは売却できません（単元未満株式の買取・買増請求
を除く）。様々なお手続きを円滑に行うためにも証券会社の口座への振替申請をお勧めします。お手続きの詳細は、
下記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせください。

特別口座の口座管理機関：三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
	 TEL：0120-232-711（通話料無料、平日9：00〜17：00）

　お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。
口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。特別口座に記録された単元未満株式につきましては、下
記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせください。

【買取請求制度】
株主さまがご所有の単元未満株式を市場価格
にて買い取るよう当社に請求することができ
る制度

（例）株主さまが70株をご所有の場合

【買増請求制度】
株主さまがご所有の単元未満株式と合わせて
１単元（100株）となるように、市場価格に
て単元未満株式を売り渡すよう当社に請求す
ることができる制度
（例）株主さまが70株をご所有の場合

株主さま

買取請求

買取代金

70株
当　社 株主さま

70株
30株

100株

当　社

買増請求・
買増代金

・発行済株式の総数・・・・・・・・・・・　54,217,110株
・株主数	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　9,602名

政府・地方公共団体
6.33％

金融機関
42.96%

外国人
13.14%

個人・その他
26.14%

金融商品取引業者
0.64%

その他の法人
10.79%

所有者別株式分布

地域別株主分布
■北海道
　107名（1.11%）

■東　北
　168名（1.75%）

■中　部
　1,052名（10.95%）

■中　国
　282名（2.94%）

■九　州
　332名（3.46%）

■外　国
　170名（1.77%）

■四　国
　186名（1.94%）

■沖　縄
　3,573名（37.21%）

■近　畿
　1,202名（12.52%）

■関　東
　2,530名（26.35%）

代表取締役会長 大 　 嶺 　 　 　 滿
代表取締役社長 本 　 永 　 浩 　 之
代表取締役副社長 島 　 袋 　 清 　 人
常 務 取 締 役 宮 　 里 　 　 　 学
常 務 取 締 役 仲 宗 根 　 　 　 斉
常 務 取 締 役 成 　 底 　 勇 　 人
取 締 役 横 　 田 　 　 　 哲
取 締 役 久 　 貝 　 博 　 康
取 締 役 上 間 　 淳
取 締 役 仲 村 直 将
社 外 取 締 役 岡 　 田 　 　 　 晃
社 外 取 締 役 湯 　 淺 　 英 　 雄
社 外 取 締 役 与 儀 達 樹
社 外 取 締 役 野 崎 聖 子
常 任 監 査 役 恩 川 英 樹
常 任 監 査 役 小 橋 川 　 健 　 二
社 外 監 査 役 阿 波 連 　 　 　 光
社 外 監 査 役 金 城 盛 彦
社 外 監 査 役 古 荘 み わ

設 立 年 月 日 1972年５月15日
資 本 金 75億8,646万500円
発行可能株式総数 9,280万株
発行済株式の総数 54,217,110株
供 給 区 域 沖縄県
従 業 員 数 1,558名

本 店 沖縄県浦添市牧港五丁目２番１号
東 京 支 社 東京都港区南青山一丁目15番９号
那 覇 支 店 沖縄県那覇市旭町114番地４
浦 添 支 店 沖縄県浦添市牧港四丁目11番３号
う る ま 支 店 沖縄県うるま市字江洲358番地の２
名 護 支 店 沖縄県名護市字名護4604番地２
宮 古 支 店 沖縄県宮古島市平良字荷川取459番地１
八 重 山 支 店 沖縄県石垣市字大浜441番地２

（2019年９月30日現在）
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